
（様式２）

施策評価（令和４年度） 施策評価調書

１　施策のねらい（施策の目的）

２　施策の状況

２－１　代表指標の状況と分析

・

・

　※　指標の判定基準

　　「ａ」　：　達成率≧100％　 　「ｂ」　：　100％＞達成率≧90％　　　「ｃ」　：　90％＞達成率≧80％　　

　　「ｄ」　：　80％＞達成率　又は　現状値＞実績値（前年度より改善）　　「ｅ」　：　現状値＞実績値（前年度より悪化）

　　「n」　：　実績値が未判明

 戦略１　秋田の未来につながるふるさと定着回帰戦略

 施策１－５　活力にあふれ、安心して暮らすことができる地域社会づくり

 幹事部局名 あきた未来創造部  担当課名 地域づくり推進課

 評価者 あきた未来創造部長  評価確定日 令和４年８月29日

施策の方向性　　　　　　

目標 50.0 54.0 58.0 62.0

実績 42.0 46.6 62.1 57.6 57.3 54.4

達成率 124.2% 106.7% 98.8% 87.7%

出典：県総合政策課「県民意識調査」 指標の判定 ａ ａ ｂ ｃ

全国 － － － － － －

東北 － － － － － －

　全国で最も速く人口減少が進む本県において、地域コミュニティや公共サービスの維持を図るため、県と市町村が
協働して人口減少に対応した社会システムを構築するとともに、県民主体の活動を通して地域の元気を創出し、誰も
が安心して生き生きと暮らせる地域社会づくりを進めます。

代表指標① 年度
現状値
（H28）

Ｈ２９ Ｈ３０
Ｒ元

（H３１）
Ｒ２

（Ｈ３２）
Ｒ３

（Ｈ３３）
備考

社会活動・地域活動に参加した人の割合
（％）

順位等

新型コロナウイルス感染症拡大の影響により社会活動や地域活動が大きく減少する中で、こうし
た活動に参加した人の割合も前年度より減少し、目標値を下回る結果となった。

令和３年度の実績は、前年度と比較すると10歳～20歳代で0.2ポイント、30歳代から50歳代で3.0
ポイント、60歳～70歳代で0.8ポイントそれぞれ減少しており、全体では前年度から2.9ポイント
の減少となった。

分析
（推移、実績・達
成率、順位等）
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２－２　成果指標・業績指標の状況と分析

・

・

・

・

・

・

施策の方向性（１）

目標 1,035 1,160 1,270 1,380

実績 776 874 911 966 1,002 1,009 

出典：県地域づくり推進課調べ 達成率 88.0% 83.3% 78.9% 73.1%

全国 － － － － － －

東北 － － － － － －

元気ムラ活動の県全域への展開を進めるため、集落活動コーディネーターが積極的に地域の情報
を掘り起こしなどの取組を続けており、元気ムラ活動を進める地域コミュニティの数は着実に増
加している。

一方、新型コロナウイルス感染症の影響により、新たな掘り起こしの対象となる集落への訪問数
が減少したため、目標値には達していない。

施策の方向性 (１)

目標 14 15 17 20

実績 12 12 17 17 38 39

出典：県地域づくり推進課調べ 達成率 121.4% 113.3% 223.5% 195.0%

全国 － － － － － －

東北 － － － － － －

施策の方向性 (３)

目標 4 5 6 7

実績 1 1 1 1 1 1

出典：県地域づくり推進課調べ 達成率 25.0% 20.0% 16.7% 14.3%

全国 － － － － － －

東北 － － － － － －

秋田市の中心市街地において、本県初のＣＣＲＣ機能を有した拠点施設が令和２年１０月にオー
プンし、入居が始まっているものの、この他にＣＣＲＣ機能を持った施設の建設には至っていな
い。

市町村や民間事業者等との意見交換を行っているが、相当額の民間投資を伴うほか、「生涯活躍
のまち」の位置づけについて、国が「中高年齢者の移住」から「全世代・全員活躍型のコミュニ
ティづくり」の施策へ抜本的な見直しを行ったこともあり、新たな取組への機運は高まっていな
い。

施策の方向性（４）

目標 16 19 22 25

実績 10 16 20 31 42 53

出典：県都市計画課調べ 達成率 125.0% 163.2% 190.9% 212.0%

全国 － － － － － －

東北 － － － － － －

リノベーション実績件数は順調に伸びているが、新型コロナウイルス感染症の影響により、店舗
として開業する時期を見合わせている物件もあると推測される。

成果・業績指標① 年度
現状値
（H28）

Ｈ２９ Ｈ３０
Ｒ元

（Ｈ３１）
Ｒ２

（Ｈ３２）
Ｒ３

（Ｈ３３）
備考

地域が目指す将来像の実現に向けて元気
ムラ活動を進めている地域コミュニティの
数（累積）（集落）

分析
（推移、実績・達
成率、順位等）

順位等

成果・業績指標② 年度
現状値
（H28）

Ｈ２９ Ｈ３０
Ｒ元

（Ｈ３１）
Ｒ２

（Ｈ３２）
Ｒ３

（Ｈ３３）
備考

小さな拠点の形成数（累積）（箇所）

分析
（推移、実績・達
成率、順位等）

順位等

・ 市町村との連携により、地域住民が自治体等と協力・役割分担をしながら拠点づくりを推進して
おり、予定を上回るペースで設置が進んでいる。

成果・業績指標③ 年度
現状値
（H28）

Ｈ２９ Ｈ３０
Ｒ元

（Ｈ３１）
Ｒ２

（Ｈ３２）
Ｒ３

（Ｈ３３）
備考

ＣＣＲＣの導入によるまちづくり取組件数
（累積）（件）

分析
（推移、実績・達
成率、順位等）

順位等

成果・業績指標④ 年度
現状値
（H28）

Ｈ２９ Ｈ３０
Ｒ元

（Ｈ３１）
Ｒ２

（Ｈ３２）
Ｒ３

（Ｈ３３）
備考

賑わいを創出するリノベーション実績件数
（累積）（件）

分析
（推移、実績・達
成率、順位等）

順位等

ワークショップを通じて、地域住民へまちづくりや賑わい創出に関わる普及啓発に努めた。ま
た、Ｗｅｂサイトにリノベーション物件の取組事例を掲載した。
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２－３　施策の取組状況とその成果（施策の方向性ごとに記載）

（１）地域住民や市町村との連携による地域コミュニティの維持・活性化【地域づくり推進課】

・

・

・

・

＜新型コロナウイルス感染症の影響＞

・

（２）多様な主体との協働による地域づくりの推進【地域づくり推進課、移住・定住推進課】

・

・

・

＜新型コロナウイルス感染症の影響＞

・

・

（３）ＣＣＲＣ導入による元気で安心な地域づくり【地域づくり推進課】

・

施策の方向性（５）（６）

目標 10 11 12 19

実績 9 9 10 11 16 20

出典：県下水道マネジメント推進課調べ 達成率 100.0% 100.0% 133.3% 105.3%

全国 － － － － － －

東北 － － － － － －

　・令和３年度は、農業集落排水処理施設４か所が県流域下水道に接続し、目標を達成した。

指標 成果①②

県と市町村で構成する「秋田県地域コミュニティ政策推進協議会」の開催（２回）により、地域コミュニティの
現状や県内外の先進的な取組事例等について情報共有を図った。

中山間地域での山の恵みなどに着目し、住民の生きがいづくりと小さな経済の創出を図るＧＢビジネス(じっ
ちゃん・ばっちゃんビジネス）の推進に取り組み、首都圏スーパーでの秋田県フェアの開催等により売上拡大を
図るとともに、新たな参画地域の掘り起こしを行った（参画地域24地域）。

複数の集落からなる新たな生活圏（コミュニティ生活圏）の形成に向けて、県内３市町（北秋田市、小坂町、八
峰町）のモデル地区においてワークショップ等を開催するとともに、２年目となる６市町（能代市、湯沢市、鹿
角市、由利本荘市、にかほ市、三種町）において、地域座談会を開催するなどグランドデザインの策定に向けて
支援した。

地域における買い物困難の解消に向けて、地域住民が運営する「お互いさまスーパー」の相互の情報共有を図る
ため、ネットワーク会議を開催した（１回）。
また、小さな拠点づくりを推進するため、オンラインセミナーを開催した（１回）。

指標 代表①

企業と包括連携協定を締結し、地域課題の解決や活性化に向けた取組を進めた。
（協定締結企業数　21社<＋２社>）

県内３地区に設置している市民活動サポートセンターにおいて、相談員による市民活動やボランティア活動など
に関する相談対応を行ったほか、「市民活動情報ネット」サイトにより、地域活動の支援策や補助制度等の各種
情報を発信し、協働による活動の活発化を進めた。

ワーケーションの実践を通じた関係人口の拡大を図るため、市町村や関係団体向けの研修会を開催（２回）した
ほか、ワーケーション推進団体が行うホームページ開設やＰＲイベント開催への助成（3,000千円）、ワーケー
ション実践団体への助成（８社）を行った。

市民活動情報ネットにおける情報発信件数は、参加型イベントの開催をはじめとする市民活動の制限が続いたこ
とから、著しく件数が減少した前年度と同程度となった。

ＮＰＯ等の団体が「新しい生活様式」を実践し、地域課題の解決に向けて実施する市民活動に対し、あきたス
ギッチファンドを通じて支援を行った（8,500千円（支援件数 11団体））。

指標 成果③

「秋田版生涯活躍のまちづくり」を進めるための協議会（市町村、民間事業者、大学、県関係各課）を開催した
（１回）。

成果・業績指標⑤ 年度
現状値
（H28）

Ｈ２９ Ｈ３０
Ｒ元

（Ｈ３１）
Ｒ２

（Ｈ３２）
Ｒ３

（Ｈ３３）
備考

生活排水処理施設を廃止し流域下水道に
接続される処理区数（累積）（処理区）

分析
（推移、実績・達
成率、順位等）

順位等

ＧＢビジネスの推進に当たり、対面での会議を開催することができなかったが、オンラインで商品出荷のルール
等を再確認することにより、品質の安定化に努めた。
また、秋田県フェアにおける販売については、スタッフが現地に赴くことができず、規模を縮小して開催した。

　　・市民活動サポートセンターへの年間相談件数（2,184件<＋203件>）
　　・市民活動情報ネットでの情報発信件数及びアクセス件数
　　　（情報発信件数　720件<＋７件>、アクセス件数　12,068件<△372件>）
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（４）将来にわたり持続可能でコンパクトなまちづくりの推進【都市計画課】

・

・

＜新型コロナウイルス感染症の影響＞

・

（５）県・市町村間の協働推進【地域づくり推進課、市町村課、下水道マネジメント推進課】

・

・

・

・

・

・

・

（６）インフラ施設のマネジメント強化【技術管理課、下水道マネジメント推進課】

・

・

指標 成果④

まちづくりを担う人材育成に向けたワークショップ（会場：小坂町、メンバー21人：地域住民・町の職員、回
数：２回）を開催した。
空き家や空き店舗をリノベーションした物件をＷｅｂサイトにより紹介（事例紹介：６件）
まちづくりや賑わい創出に関わる公共空間を利用した取り組み事例をＷｅｂサイトにより紹介（事例紹介：１
件）した。

１市（能代市）がコンパクトなまちづくりを推進するための立地適正化計画を策定した。１町（小坂町）は策定
中である。

参集による講習会やワークショップは、極力開催しない方向で進めた代わりに、Ｗｅｂサイトによる啓発活動を
行ったことで情報を広い範囲で発信することができた。

指標 成果⑤

住民主体の支え合いによる生活課題の解決を図るため、三種町で公共交通再編のための県と町、住民組織からな
るプロジェクトチームを設置し、令和元年度から自家用有償運送の試験運行を実施しているほか、由利本荘市に
おいて、２年度から互助による輸送や乗合タクシーの試験運行を住民団体自らが実施した。

市町村等との「あきた関係人口プロジェクト会議」において、関係人口創出の効果的な取組等を検討したほか、
地域活動の実践者や元気ムラ集落と、本県に関心を持つ県外居住者をつなぐオンライン交流会等を15回開催し
た。

県と市町村が双方向で政策等の提案を行う「秋田県・市町村協働政策会議」や、市町村単独処理が困難になるこ
とが想定される事務に関する研究を行う「人口減少社会に対応する行政運営のあり方研究会」に加え、地域課題
に対応した市町村間連携の可能性等を調査・研究する「市町村間連携に関する地域連携研究会」等において、県
と市町村及び市町村間の連携を促進した（自治体の連携が実現した取組数1４件<+１件>）。

知事・副知事と市町村長を構成員とする「秋田県・市町村緊急時連絡会議」をオンラインで３回開催し、新型コ
ロナウイルス感染症対応などについて、市町村と速やかに情報を共有するとともに、相互の連携を図った。

令和３年度に、４処理区（農業集落排水４処理区）を県流域下水道へ接続した。

県南地区４市２町から発生する汚泥を集約処理し、資源化する広域汚泥資源化事業について、令和３年度は、総
合評価審査委員会で要求水準や落札者決定基準を審議し、承認された。４年度に公告及び契約し、７年度から供
用開始予定。

＜新型コロナウイルス感染症の影響＞

指標 成果⑤

令和３年度に、４処理区（農業集落排水４処理区）を県流域下水道へ接続した。

県南地区４市２町から発生する汚泥を集約処理し、資源化する広域汚泥資源化事業について、令和３年度は、総
合評価審査委員会で要求水準や落札者決定基準を審議し、承認された。４年度に公告及び契約し、７年度から供
用開始予定。

関係人口の創出の取組については、首都圏での交流イベントや都市圏居住者の秋田での地域活動体験等は実施で
きなかったが、オンラインによる交流により、一定の関係を構築することができた。
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３　総合評価結果と評価理由

●

■

●定量的評価：代表指標の達成状況から判定する。

　 「A 」：代表指標が全て「ａ」、「B 」：代表指標に「ｂ」があり、「ｃ」以下がない、「C 」：代表指標に「ｃ」があり、「ｄ」以下がない

　 「D 」：代表指標に「ｄ」、「ｅ」を含む。ただし、「Ｅ 」、「Ｎ 」に該当するものを除く、「E 」：代表指標が全て「ｅ」、「Ｎ 」：代表指標に「ｎ」を含む

●定性的評価：成果指標・業績指標の達成状況を踏まえた上で、施策の取組状況とその成果、外的要因等から判定する。

■ 総合評価：定量的評価を踏まえた上で、定性的評価を考慮して、総合的な観点から「A」、「B」、「C」、「D」、「E」の５段階に判定する。

４　県民意識調査の結果

　肯定的意見

　ふつう

　否定的意見

　わからない・無回答

　※端数処理の関係で満足度の割合の合計は100％にならないものもある。

総合評価 評価理由

質問文 　地域交通や買い物サービスなどの日常生活に必要な機能が維持され、安心して生き生きと生活できる地域社会になっている。

8.5% 12.9% 11.1% 10.5% △0.6

　十分 （５点） 0.9% 1.9% 1.2% 1.1% △0.1

　おおむね十分 （４点） 7.6% 11.0% 9.9% 9.4% △0.5

（３点） 35.7% 42.3% 39.2% 38.3% △0.9

48.7% 38.9% 43.5% 45.4% ＋1.9

　やや不十分 （２点） 26.5% 21.2% 24.8% 25.0% ＋0.2

　不十分 （１点） 22.2% 17.7% 18.7% 20.4% ＋1.7

7.2% 5.8% 6.2% 5.7% △0.5

　平均点 2.34 2.56 2.47 2.42 △0.05

調査結果の認識、取組に関する意見等

Ｃ

代表指標の達成状況については、①「社会活動・地域活動に参加した人の割合」は「ｃ」判
定であり、定量的評価は「Ｃ」。

代表指標及び成果・業績指標の達成状況や施策の取組状況とその成果など総合的な観点から
評価した結果、総合評価は「Ｃ」とする。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　調査年度
　満足度

Ｒ元
（Ｈ３１）

Ｒ２
（Ｈ３２）

Ｒ３
（Ｈ３３）

Ｒ４
（Ｈ３４）

前年度比

○

○

５段階評価の満足度の平均点は「2.42」で、「ふつう」の３より0.58低かった。回答では「ふつう」が最も多
かった。
「十分」と「おおむね十分」を合わせた割合は10.5％、「ふつう」は38.3％、「不十分」と「やや不十分」を合
わせた割合は45.4％であった。また、「肯定的意見」と「ふつう」を合わせた割合は48.8％であった。

「不十分」又は「やや不十分」の理由や県に求める取組として以下のような意見があった。
・私の住んでいる地域ではバスが廃止になり買物も不便です。高校生を送迎できない世帯では入学先を選ぶのも
とても大変な思いをしています。（女性／60歳代／平鹿地域）
・公共交通機関が縮小されていて不便である。地域単位でも高齢者を乗せてもらえる新しいシステムが必要と思
われる。（男性／50歳代／秋田地域）
・近所の高齢者世帯は、買い物や病院に行くにも苦慮している。サービスの有無も含めて情報が乏しい。（男性
／60歳代／雄勝地域）

満
足
度
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５　課題と今後の対応方針

（１） ○ ○

（２） ○ ○

○ ○

（３） ○ ○

（４） ○ ○

（５） ○

○

○

○

○ ○

● ●

（６） ○ ○

６　政策評価委員会の意見

人口減少や少子高齢化の進行により、集落を取
り巻く状況はより厳しさを増しており、生活交
通、買物などの日常生活を支える機能が低下
し、小規模集落ではその存続さえも見通せない
地域も出始めている。

複数の集落からなるコミュニティ生活圏の形成に向
けた地域住民とのワークショップの開催やグランド
デザインの策定等を通じて、市町村との連携の下、
買物支援など地域課題解決のための仕組みづくりと
その実施に向けた取組を推進していく。

協働の担い手となるＮＰＯ等について、構成員
の高齢化・財政基盤の脆弱化及び新型コロナウ
イルス感染症の拡大により活動が停滞してい
る。

市民活動サポートセンターにおいて、ＮＰＯ等の運
営に関する各種相談対応を行うとともに、休眠預金
制度の活用について積極的に支援するなど、ＮＰＯ
等の運営基盤強化を図る。

ワーケーション実践団体等からのアンケート結
果から、秋田ならではのコンテンツの創出や
ワーケーションの認知度の向上が必要といった
声が寄せられている。

市町村や関係団体等と連携して地域課題解決型のコ
ンテンツの発掘・磨き上げを行うとともに、モデル
ツアーの実施やインフルエンサー等による情報発信
を行い、ワーケーションの認知度向上を図る。

ＣＣＲＣのビジネスモデルが確立していないほ
か、国における「生涯活躍のまち」の位置付け
が、全世代・全員活躍型の地域コミュニティづ
くりの施策として抜本的に見直された。

国が見直した新たな「生涯活躍のまち」の施策効果
等を見極めながら、本県のコミュニティ施策への位
置付けを検討していく。

まちづくりに向けた多様な関係者による活発な
議論の場は増えつつあるが、県全体に浸透する
まで及んでいない。

市町村と連携し、多様な組織がまちづくりに関わる
ことができるよう調整を図る。

これまでは自治会や町内会といった地縁組織が
地域の担い手となってきているが、人口減少と
高齢化が進む地域においては新たな活動を行う
ための担い手が不足してきている。

人口減少や高齢化等により地域の担い手が不足
してきている一方で、大都市圏に居住しながら
も地方に関心を持ち、継続的に地方に関わり貢
献したいという新たな人の流れが生まれてきて
いるが、その流れを十分取り込めていない。

様々な地域の課題解決に当たっては、多様な主体が
参画した地域運営組織の形成が必要であることか
ら、アドバイザーの派遣等により取組を支援してい
く。

関係人口創出の事例等を市町村や関係団体と共有
し、本県に合った効果的な受入体制の整備について
検討するとともに、本県に関心を持つ県外居住者と
の交流等を進めながら、関係人口を生かした地域の
維持・活性化を図る。

人口減少下にあっても行政サービスの水準を維
持するため、県と市町村において、新たな体制
づくりに関する検討を進めており、一定の成果
が現れ始めているが、様々なリスクの顕在化に
備え、取組の更なる充実を図る必要がある。
また、市町村間連携については、総論では賛成
意見が多いものの、各論に入ると費用対効果の
面等から、具体化に結び付かない状況にある。

県・市町村協働政策会議における協議や、それぞれ
の分野で進めている協働の取組を推進するととも
に、地域の課題や市町村の意向を踏まえ、引き続き
市町村間連携の可能性を探っていく。

公共交通機関が縮小されていて不便である。地
域単位でも高齢者を乗せてもらえる新しいシス
テムが必要と思われる。（県民意識調査より）

地域交通の確保など地域の課題解決のためには、
様々な観点から課題の洗い出しや解決方法の検討な
ど、地域全体での取組が有効であり、必要に応じて
市町村と連携を図りながら、課題解決の可能性を
探っていく。

人口減少に伴う使用料収入の減収や技術職員数
の減少により、市町村が単独で生活排水処理事
業運営を維持していくことが困難となってい
る。また、管理施設の老朽化が進行しており、
今後、補修や改築更新に多額の費用が必要とな
ることが見込まれる。

下水道事業運営を持続可能なものとするため、県と
市町村及び民間事業者が出資する「広域補完組織
（官民出資会社）」を設立し、市町村事業基盤の強
化を図る。また、下水処理場・ポンプ場及び管渠の
更新工事をストックマネジメント計画に基づき実施
することにより、コスト縮減を図る。

施策の
方向性

課題（施策目標達成に向けた新たな課題、環境変化等
　　　　により生じた課題　など）

今後の対応方針（重点的・優先的に取り組むべきこと）

自己評価の「Ｃ」をもって妥当とする。
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